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論文審査の結果の要旨 

 

氏名 森 貴司 

 

 本論文は８章からなる．第１章はイントロダクションであり，本研究の背景・動機と，

本論文の構成について述べている．第２章は引き続き従来の研究成果をまとめた導入部で

あり，平均場近似と平均場近似が厳密な結果を与える長距離相互作用系に関する従来の知

見について述べている．第３章から第７章が本論文のオリジナルの部分であり，第８章は

全体のまとめに充てられている． 

 第３章から第５章では，３つのケースに関して，長距離相互作用イジングモデルに対し

て，平均場近似解が厳密解となっている条件を明らかにしている．まず，第３章で，平均

場近似による自由エネルギーがその包絡関数に一致する範囲では厳密解となっているよう

な長距離相互作用系を導入している．この系において相互作用レンジをシステムサイズに

比例して増大させる極限で得られるのが，本論文で主に扱われる長距離相互作用イジング

モデルである．（以下単に「長距離相互作用モデル」と呼ぶ．）特に，相互作用が定数であ

る場合は，よく知られた Kac 構成法による平均場モデルに他ならない．この場合には，平

均場的な２つの谷をもつ「平均場自由エネルギー曲線」が２つの谷の間の部分も含めて全

域で厳密であることはよく知られている．Kac 構成法による平均場モデルでは，距離の概

念に意味がなく，従って相分離が起こりえないのに対して，長距離相互作用モデルでは，

距離の概念に意味があり，相分離類似の現象の可能性がある． 

 第３章では更に，その後も繰り返し用いられる粗視化の技法が提案されている．これは，

申請者の開発した技法であり，平均場近似が厳密な解を与えるかどうかを不等式を用いて

評価する際に，ある領域での平均的磁化を残して，残りの局所的な自由度を先に消去する

ものである．この技法を応用して，長距離相互作用モデルの自由エネルギーを不等式で評

価した．この不等式を利用すると，平均場自由エネルギー曲線の２つの谷の間の領域の一

部においても，長距離相互作用モデルの自由エネルギーが平均場自由エネルギーと一致す

ることなどが導かれる．一方，局所安定性の議論から，平均場自由エネルギー曲線が厳密

ではありえない領域の存在をも示し，前述の結果と合わせて，長距離相互作用モデルの自

由エネルギー曲線が，平均場自由エネルギー曲線とその包絡線の間の中間的なものになる

ことを示した．また，長距離相互作用モデルにおいては，相分離ではない空間的に不均一

な状態が熱力学的に安定な状態として存在することをモンテカルロ法を用いた数値計算で

確認した． 

 第４章では，同様の技法を用いた議論をエネルギー一定のミクロカノニカルアンサンブ

ルの場合に応用し，平均場エントロピー曲線と，その包絡線とが一致する場合には，長距
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離相互作用モデルの厳密解が平均場エントロピーによって与えられることなどを示した．

また，その条件が成り立たない場合には，不均一相が出現しえることを示した． 

 第５章では，長距離相互作用モデルを量子系に拡張し，長距離相互作用するＸＹＺモデ

ルを定義し，これに対して平均場解の妥当性を議論している．基本的には第３，４章で用

いられた粗視化の技法がここでも使われるが，そのために，Lieb によって証明された量子

系の分配関数を古典モデルのそれで抑える不等式を利用し，問題の古典化を行った． 

 第６章では，長距離相互作用系が物性物理学において実質的に実現されていると期待さ

れる現実的な系として，格子自由度と結合したスピン系を考察している．このモデルは，

スピンクロスオーバー物質として現実の存在する物質の有効モデルにもなっていると考え

られている．申請者は，モンテカルロ数値計算の結果からスピン間の有効相互作用を距離

の関数として評価し，このモデルが，第５章までで議論されてきた長距離相互作用モデル

に異方性を加えたもので実効的に記述されることを示した． 

 第７章では，複数の互いに直接は相互作用していないスピンが共通の電磁場と結合して

いる系のダイナミクスを考察し，平均場的な動力学の取り扱いが厳密に正しいことを論証

したものである．具体的には，初期状態において各スピンが独立である場合，有限時間経

過後においても，任意の有限個のスピンに関する縮約密度行列が，各スピンごとの局所密

度行列の単純な積で表されることを示した． 

 以上のように，申請者は本論文において，長距離相互作用系の熱力学という統計力学の

基本的な事項について，従来議論されてこなかった問題設定のもとに，不等式の意味で厳

密な粗視化に基づいて自由エネルギーを評価し，新しい知見を得るとともに，数値計算に

よって，そのようなシナリオが成立しうるより現実的な系を提案している． 

 これらの理由により，博士（理学）の学位を授与できるものと認める． 


